
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 長野県 清内路村

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
○経常収支比率
・平成17年度から行っている大規模行財政改革により、人件費の大幅な削減（村長20％、副村長15％、教育
長・議員10％、その他職員給料5％減）や、各種補助金・事務事業の見直し等、経常経費削減により類似団体
を下回っている。今後も更なる事務事業の適正化を図り、義務的経費の削減に努める。
○人件費及びそれに準ずる費用
・人件費の大幅な削減により類似団体を下回っている。また、公営企業等に対する繰出金等は一般会計と兼務
のため算入されず、また事業費支弁人件費もないので低く抑えられている。
○扶助費
・類似団体を下回っているものの、高齢化等により年々上昇傾向にあるため今後も適正な対応に努める。
○補助費等
・大規模行財政改革により、補助金・負担金の見直しの結果、大きく類似団体の平均を下回っている。
○公債費及び準公債費
・平成10年度～15年度にかけて実施した中学校改築、小学校体育館建築、上･下水道施設整備などの大型事
業により、類似団体を大きく上回っている。平成18年度8,800万円、平成19年度8,400万円の繰上償還により地
方債残高の縮小に努めるとともに、引き続き新規発行債の抑制、更なる繰上償還の検討等、財政健全化に向
けた取り組みに努める。
○その他
・類似団体平均を上回っているのは繰出金の増加が要因である。これまでに整備してきた上下水道施設の起
債償還に充当するためだが、繰上償還を行ったことから今後数値は下がってくることが予想される。
○普通建設事業費
・平成15年度において小学校体育館建設のため類似団体を大きく上回っている。それ以外の年は、類似団体を
大きく下回り、平成16年度以降はほとんど無い状態である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 143,643 201,463 143,485 40.4
賃金（物件費） 17,013 23,861 10,930 118.3
一部事務組合負担金（補助費等） 19,147 26,854 20,435 31.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,820 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 6,828 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） - - 3,395 -
▲退職金 ▲ 12,579 ▲ 17,642 ▲ 13,437 31.3
合計 167,224 234,536 173,455 35.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 18.23 16.37 1.86
ラスパイレス指数 83.8 90.9 ▲ 7.1
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

217,276 304,735 119,725 154.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 9 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 98,584 138,266 28,533 384.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

8,721 12,231 9,190 33.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 2,646 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 55 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 238,385 ▲ 334,341 ▲ 103,625 222.6

合計 86,196 120,892 56,534 113.8
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

当該団体決算額
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

411,166 541,008 436.4 325,881 ▲ 2.7 439.1

うち単独分 46,446 61,113 ▲ 27.8 183,370 2.3 ▲ 30.1

23,291 30,931 ▲ 94.3 253,737 ▲ 22.1 ▲ 72.2

うち単独分 17,691 23,494 ▲ 61.6 157,330 ▲ 14.2 ▲ 47.4

3,622 4,888 ▲ 84.2 145,084 ▲ 42.8 ▲ 41.4

うち単独分 1,299 1,753 ▲ 92.5 86,352 ▲ 45.1 ▲ 47.4

24,610 33,620 587.8 115,124 ▲ 20.7 608.5

うち単独分 23,097 31,553 1,699.9 72,333 ▲ 16.2 1,716.1

9,442 13,243 ▲ 60.6 98,969 ▲ 14.0 ▲ 46.6

うち単独分 8,603 12,066 ▲ 61.8 58,162 ▲ 19.6 ▲ 42.2

過去５年間平均 94,426 124,738 157.0 187,759 ▲ 20.5 177.5

うち単独分 19,427 25,996 291.2 111,509 ▲ 18.6 309.8
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